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まえがき

平成15年5月に、ペルー共和国及びエクアドル共和国において、海外農業開発事業に関するプロ

ジェクトファインデイング調査を実施した。調査案件は「ペルー共和国ツンベス県展業部門強化

計画調査」、「エクアドル共和国プヤンゴ・ツンベス川流域環境保全計画調査」、「エクアドル共和

国モレナ・サンチアゴ県農村開発調査」、の3案件である。

調査対象案件である「ペルー共和国ツンベス県農業部門強化計画調査」は、ペルーとエクアドル

の国境地帯での農業強化を目的とするもので、農業強化により地域社会不安（土地不法侵入）の軽減

および貧困削減策を導入し、雇用の拡大、地域経済の活性化により地域の安定を図ろうとするも

のである。

「エクアドル国プヤンゴ・ツンベス川流域環境保全計画調査」は、プヤンゴ川流域が古くから抱

える問題、流域劣化および金鉱山から発生する水銀問題の解決策として、流域保全計画の導入お

よび小規模金鉱山業者の産業変換を図ることにより、下流域（ペルー側）の水銀汚染問題を軽減

するとともに、流域保全により貴重な水資源の保全を目指そうとするものである。当計画対象地

区化流域はペルーサイドの都市、ツンベス市が位置しており、下流域住民が汚染水を取水してい

ることより、国際間題となっている。さらに当河川の流入する海域は日本への水産資源輸出用漁

場ともなっている。

「エクアドル国モレナ・サンチアゴ県農村開発調査」は、エクアドルの貧困地帯における適正農

業形態を模索し、地域農業の振興を図るとともに、産業の創生により雇用機会の増大および貧困

の軽減をはかるものである。

本プロジェクトプアインディング調査の3案件は、以上の背景を有するとともに、国内の貧困地

域として位置づけられる。また、一方で、多様な生物資源及び豊富な農業資源が存在し、両国に

とって最後の農業フロンティアでもある。このため本事業に対しては、天然資源の保全、貧困削

減を通じた地域間格差の是正、食料の安定供給、多様なインパクトの発言が期待されている。

最後に、プロジェクトファインディング調査の実施にあたり、ペルー及びエクアドル両国関係機

関から多大な支援と協力を得た。ここに深甚な謝意を表す。

平成15年6月

ペルー共和国、エクアドル共和国

プロジェクトファインディング調査

本城　正行
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ペルー共和国

ツンベス県農業部門強化計画調査



計画対象位置図
国　名：ペルー共和国
案件名：ツンベス県農業部門強化計画調査



第1章　ペルー共和国

1．1　　社会・経済及び農業開発の動向

（1）　　自然条件

ペルー国は南米大陸の西海岸沿いの中央部にあり、エクアドル、コロンビア、ブラジル及びチリ

と国境を接して位置する。国土面積は128．5万km2（日本の約3．5倍の広さ）である。同国は南回

帰線の内側にあるため南極から北上するフンボルト寒流が海岸に沿って流れ、一方で、標高5，000m

を越すアンデス山脈が南北に走っており変化に富んだ地勢となっている。国土はこのような地勢

状況から以下のように3区分化されており、特に気候条件に大きな差異が見られる。

コスタ（海岸地域）

同地域は太平洋岸に面し、幅30～50km、長さ3，000kmの海岸砂漠地帯である。チヤラと呼ばれる

乾燥気候区分帯であり、降雨量は殆どない。また、年間の平均気温は20℃前後である。

シニラ（山岳地域）

チヤラの東は標高1，000mを越え、山岳地帯である。同地域は標高2，500～3，500mのアンデス山脈

地帯に位置し、標高が高くなるにつれて平地が少なくなり急斜面が多くなる。日中の気温は15～

20℃であるが、朝晩はマイナスの気温となり霜も見られる。

セルバ（熱帯雨林地域）

アンデス山脈を越えて東へ下ると気候は急変する。原生林に覆われたアマゾン熱帯雨林地帯であ

り平均気温は28℃だが、7月から11月の乾期には40℃を超える。12～3月は雨期に当たり、高温

多湿となる。年平均降雨量は3，000mmである。

（2）　　社会・経済状況

ペルー国の総人口は2，635万人（2001年）であり、このうちの70％が都市部に分布し、農村部か

ら都市部及び海外への出稼ぎのために人口流出傾向にある。ペルーでは1950年代から1970年代

半ばまでは、年率5％の経済成長（GDP伸び率）を記録したが、1975年から2001年の過去25年

間のGDP成長率は年率1．6％にまで落ち込んでいる。一人当たりGDPもマイナス2．9％となってい

る。

GDPに占める産業分野別割合は、農業部門（農業、牧畜、林業）が1970年代には14％であった

が、2001年には9％にまで低下している。このような農業部門における成長の長期的な低下は国

家経済に多大な影響を及ぼしている他、就業機会を求めて農村人口が都市部へ流出する状態をも

たらしている。国内人口の都市部への偏りは近年の農業部門の成長率低下により農村部からの人

口流出が影響している。

また、都市部における雇用吸収先である製造業部門では、最近30年間でGDP占有率が10％減少

している。農業部門と製造業部門の生産低下が国家経済後退の主因として挙げられる。
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GDPにおける部門別占有率の変化（％）
1 9 7 0 19 7 8 19 9 0 2 0 0 1

農　 業 14 ．2 1 1 ．2 7 ．8 9 ．0

水 産 業 1 ．9 0 ．6 0 ．7 0 ．5

鉱　 業 9 ．1 1 1 ．8 4 ．4 6 ．0

製 造 業 24 ．9 2 3 ．9 15 ．6 14 ．9

建 設 業 5 ．3 5 ．2 4 ．1 4 ．8

商 業 ・サ ー ビ ス 1 2 ．2 12 ．1 14 ．4 14 ．3

そ の 他 32 ．4 3 5 ．2 5 3 ．0 5 0 ．5

合　 計 10 0 ．0 10 0 ．0 10 0 ．0 10 0 ．0

Source: INEI, 2002

ペルーではフジモリ政権後、2002年にはトレド新政権（2002－2006年）が誕生した。前政権は経

済のグローバル化を見据えた自由主義経済体制を基盤に、貿易・投資の振興を通じて経済発展を

図ることを基本政策としている。新政権の経済政策は一層の経済自由化を進める方針であり、政

策面では同一基調である。一方、国内的にはテロなどの犯罪の増加が社会問題として重視されて

おり、その温床には農村部の貧困問題の存在が指摘されている。新政権では社会的・地域的な格

差の解消を図る上で、約450万人の最貧困層への対策が社会政策上の懸案となっている。

1．1．1　農業生産の動向

（1）　　土地利用及び農家数と土地所有状況

ペルー国の農業部門はGDPの9％を占めるに過ぎないが、経済活動人口の32％（285万人）を吸

収している。農用地面積は国土面積の3％に相当する414万haであり、このうち短年性作物耕地

面積は375万baであり、永年性耕地面積は39万haである。また、自然草地が2，712万ha、森林

は8，480万haと推定されている。

地域別の農業生産はコスタ地域において米、トウモロコシ、砂糖キビ、綿花、カカオの生産が盛

んであり、近年、養鶏が盛んになりつつある。シエラの主要農作物は冷涼な気候条件を利用して

小麦、大麦、トウモロコシ、ジャガイモ、キャッサバ、コーヒーである。セルバ地域は農業生産

よりも肉牛の放牧と林業が中心である。

ペルー国における総農家数は174．5万戸である。このうち5ha以下の小規模零細農家は総農家数

の70％以上を占めるが、総農地面積に占める割合は6％未満である。一方、50ha以上の農家数は

5．1万戸であるが、全国の農地面積の78％を占有している。

規模別農家数
農　 家 土 地 所 有

農 家 数 ％ 面 積 （b a ） ％

く5 h a 1，2 2 8 ，3 4 2 7 0 ．4 2 ，0 7 1，9 9 4 5 ．9

5 －9 ．9 24 6 ，18 3 14 ．1 1，6 3 1 ，7 7 1 4 ．6

10 －1 9 ．9 1 3 5 ，6 8 4 7 ．8 1，7 7 8 ，5 8 1 5 ．0

2 0 －4 9 ．9 8 3 ，9 16 4 ．8 2 ，4 3 4 ，8 0 9 6 ．9

＞5 0 5 1 ，6 4 8 3 ．0 2 ，7 4 6 4 ，6 5 2 7 7 ．6

T o ta l 1，7 4 5 ，7 7 3 1 0 0 ．0 3 5 ，3 8 1 ，8 0 8 10 0 ．0

Source: INEI, Censo Nacional Agropecuario, 1 994

（2）　　主要農作物生産の動向

最近4カ年の農牧業生産の伸び率は下記のとおりである。農業分野全体ではマイナス2．4％の伸び

であり、このうち綿花がマイナス13．2％、ジャガイモがマイナス18．2％と著しく低くなっている。



主食であるトウモロコシと米は、近年、安定的な生産となっているが気象条件に左右されやすく、

年毎の生産の変動幅は大きい。

主要食料農産物は小規模零細農家が主体に生産し、生産量のほとんどは自給用であり、余剰分が

市場向けに出荷される。主要農産物のha当たり平均収量はジャガイモ9．8仙a、フリホール豆0．9仙a、

トウモロコシ1．9仙aと近隣のチリ、コロンビア、ブラジルの収量と比べて50－90％程度低くなっ

ている。ただし、米については中規模から大規模農家による濯漑栽培が主体であるため、ha当た

り6トン（モミ）の実績を有しており、中南米では最高の収量となっている。

畜産分野では肉牛に代わり養鶏や乳製品（ミルク）の伸び率が高くなっている。しかしこれら畜

産物の生産には飼料作物を必要とするため、飼料としてのトウモロコシ需要が増加し、食料供給

へ影響を与えることとなっている。

主要農畜産物の生産の伸び率　（％）

1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0 2 0 0 1

－2 ．4
農 業 分 野 －1 ．1 1 3 ．9 6 ．7

綿　 花 －3 4 ．7 4 1 ．7 1 4 ．0 －1 3 ．2

米 6 ．1 2 6 ．2 －3 ．2 7 ．9

コ ー ヒ ー 6 ．2 2 0 ．8 9 ．3 2 ．1

砂 糖 キ ビ ＿1 7 ．7 1 0 ．0 1 3 ．6 3 ．6

ト ウ モ ロ コ シ 1 6 ．0 1 4 ．8 1 9 ．0 1 1 ．0

ジ ャ ガ イ モ 8 ．0 1 8 ．4 6 ．8 －1 8 ．2

そ の 他 －3 ．4 9 ．9 5 ．9
ー

畜 産 分 野 6 ．3 9 ．2 6 ．0 1 ．7

養　 鶏 1 0 ．5 1 2 ．9 1 0 ．1 2 ．0

ミ ル ク 5 ．3 1 ．5 5 ．3 4 ．5

肉　 牛 4 ．8 7 ．8 2 ．0 1 ．1

＿0 ．6
合　 計 1 ．5 1 1 ．7 6 ．2

Source: BCRP, 2002

（3）　　農産物の輸出入状況

ペルー国の主要な輸出農産物はコーヒー、砂糖、綿花である。また、ペルー沖合は寒流と暖流が

ぶつかり合うため世界でも有数の漁場となっており、魚粉の原料であるカタクチイワシの他、エ

クアドルとの国境付近ではエビの生産が世界的に有名であり、水産物は主要な輸出産業となって

いる。農産物輸出総額は、総輸出額（68億ドル）の10．3％に相当する7億ドルである（1997年）。

一方、農産物輸入額は総輸入額（86億ドル）の15．0％に相当する15．0％である。主要な輸入農産

物は小麦、トウモロコシの他大豆油と家畜飼料の大豆粕である。ペルー国では基礎食料品の輸入

が増加する傾向にあり、農産物の生産増大による食料自給率向上が国家経済上重要な課題となっ

ている。

1．1．2　農業開発政策

（1）　　基本方針

ペルー国中央銀行（MMM）は国家開発計画の基本となる目標数値として、2002年から2004年ま

でのGDP成長率を年率5．5射こ設定している。このうち、第1次産業部門は年率6．5％の成長を目

指し、農業分野では5．5％の成長率が設定されている。この成長を達成するために以下の基本方針

が策定されている。
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・生産基盤の整備を通じた農産物生産の増大と輸出の促進

・流通システム、動植物検疫体制の確立、農業生産技術の確立と情報の普及

・土地所有権の明確化（土地登記の推進）

・農業融資の推進

・小規模零細農家の支援と農村生活基盤の整備

（2）　　農地拡大計画

農業開発計画では水平的拡大と垂直的拡大を2本柱としている。水平的拡大は農地の拡大整備（農

業フロンティア計画）を指しており、全国で26万haの農地開発を予定している。主要な農地開

発地域としては、PuyangO－Tumbes地域、Chira－Piura地域、01mos－Tinqiones地域、Jequetepeque－Zana

地域、Chavimochic地域、Chinecas地域、Sur－Medio地域、Mqjes－Siguas地域、Pasto－Grande地域、

Tacna地域が優先開発地域となっている。

垂直的拡大とは生産性向上のために生産技術の普及、試験研究、流通・加工まで一貫した体制作

りを意味するものである。また、コスタ、シエラ、セルバの3地域を有機的に連結することも含

まれている。

1．2　　ツンベス県農業部門強化計画調査

1．2．1　調査概要

調査名称　　　　　　　　　　　　 ツンベス県貧困削減対策としての農業部門調査

責任機関　　　　　　　　　　　　 ツンベス地方政府

調査実施期間　　　　　　　　　　 ツンベス地方政府

参加機関　　　　　　　　　　　 INADE ；lnstiluto Nacional de Desarrollo （国家開発局）
農業省

生産者組合及び水利組合

技術協力申請先　　　　　　　　　 日本政府技術協力

提案調査分野及び調査地域　　　　 ツンベス県 （4，669．2 km2）
雷　 農牧業生産及び流通部門

■　 生産者組合部門
■　 水利組合部門

調査期間　　　　　　　　　　　　 1 年

調査概要　　　　　　　　　　　　 ツンベス県における農業部門の強化を日的とし、地域の貧困問題軽減の観点か
ら調査を行う。

調査にて策定される主要計画　　　 ∫　 農業技術支援強化案
t　 流通システム改善案

■　 農業試験開発案
■　 農業融資システム改善案

「　 生産者組合強化案

■　 流域保全案

「　 水利組合強化案
調査内容　　　　　　　　　　　　 ■　 農業生産状況、技術支援システム及び流通システムの分析

■　 生産者営農及び農家経営状況の分析

■　 農業生産資材乱用による環境インパク ト分析

■　 潅漑水使用状況の分析
■　 下記計画の策定

D　　 農業技術支援強化

D　　 農業試験開発
D　　 農業融資システム改善

D　　 生産者組合強化

8　　 流域保全
q　　 水利組合強化

調査の目的　　　　　　　　　　　 ■　 長期での開発及び試験強化計画を策定する。

■　 計画策定においてツンベス県地方政府技術者の能力向上を図る。



調査名称 ．　　　　　　　ツンベス県 貧困削減対策としての農業部門調査

プロジェクト実施後に期待するも　■　 貧困削減と雇用機会の増加

の　　　　　　　　　　　　　　　 ■　 農業生産増加による地方経済活性化

■　 環境と調和できうる持続可能農牧業の推進

■　 農業生産の安定化

将来投資計画　　　　　　　　　 ■　 改良品種及び多生産品種導入プロジェクト実施
■　 農業技術支援強化プロジェクト実施

■　 小規模生産者マイクロクレジット実施

暮　 低生産費用での濯漑技術導入を目指した試験強化プロジェクト

■　 流通システム改善プロジェクト

1．2．2　調査の必要性

（1）　　地域現況

調査候補地域はペルー・エクアドル国境海岸部に位置しており、対象地域面積；4，669，2km2を有

している。当地域の自然資源はペルー国の中では非常に恵まれており、豊富な水資渡（平均水量

100m3／S）、土地資源（開発可能面積；10万ヘクタール）、環境資源としては海岸部における世

界でも有数なマングローブ林及び砂漠地域から熱帯雨林に変遷する乾燥林等を有する地域であり、

動植物多様性に富んだ地域である。しかしながら、1990年代までは国境紛争地帯であったことか

ら、両国の和平協定が締結されるまでは政府の政策支援策が殆ど実施されず、これらの資源が有

効に活用されてこなかった地域でもあった。

当調査地域の人口は1960－1980年代及び1990年代に急激な人口成長を示しており、現在約19．4

万（2000年）の人口を有しており、現在約20．2万の人口を有していると推定されており、ペルー

の平均人口密度より高い人口密度（42人此m2）となっている。特に近年における人口流入により

急激に人口が増加している地域であり、特に都市部での人口増加は著しい傾向を示している。

人口集中は都市部に集中していることより、当県での農村人口は僅か12％にも満たない状況で、

大半が劣悪な生活環境下の都市部に人口が集中している傾向にある。これは周辺地域の大半が砂

漠地帯であることにも拠るが、同時に産業の中心が国境地帯アンダーグランド貿易及びバナナ及

び稲作を中心とした単作農業に産業の大部分を依存していることにも拠っている。地域の主要産

業であるバナナ及び稲作の単作農業は重なるエル・ニーニヨによる洪水及び病害虫被害等にも起

因し、低生産性農業を営んでおり、さらに生産者組織の未整備等も加わりその農法は従来的伝統

農法での耕作となっており、低生産性産業となっている。

住民的には、地域住民の大半はピウラ地域のAyabaca及びHuancabamba県からの流入者で女性よ

り男性人口が多くなっていることも地域の特徴である。

当県の人口増加率は年間3．2射こも至っており、その内、成人人口は63％を占めているものの、大

半の住民は雇用機会が無く、成人人口の約62％が半失業状態となっている。社会インフラの整備

も遅れており、下水不整備割合；都市人口の59％、上水不整備割合；都市人口の39％、配電不足

割合；28％となっている。この様に社会インフラ整備の大きく遅れた地域となっている。

（2）　　問題点及び必要対策

調査対象地域には約7千の生産者が農業生産を営んでいるものの、収穫面積は僅か1．4万ヘクタ

ールとなっている。作面積は潅漑施設を有し、豊富な水・土地資源があるにも関わらず僅か年間

2ヘクタール程度の栽培面積となっている。農業の形態は稲作及びバナナ栽培を中心とした単作

栽培で、生産物は地域消費を賄うのみで生産性が低く、施設の有効利用が進んでないことより、

大半の農家は貧困状況に瀕している。近年においては他地域からの流入人口が増加しており、こ
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れらの人口は職が無いことより、農業用地への入植を希望しており、農業用地の拡大が必要とな

っている。近年はこれらの住民の不法侵入問題等も重なり社会不安要因となりつつあり、ツンベ

ス住民及び流入住民の要望である雇用機会の増加対策を行うことが必要となっている。将来的に

は集約潅漑を基礎とした農業への就業を希望していることより、生産者の農牧業経営能力を向上

させていくことが必要となっている。

現在の農業就業者は約7千農家あり、その内、ツンべスに4．7千農家、ザルミジャ1．4千農家、コ

ントラミランテ8百農家が分布している。約77％の農家の土地所有面積は5ヘクタール未満で、

22％が5～20ヘクタール、1％が20ヘクタール以上の土地所有という分布になっている。

ツンべス地域住民の抱える問題を要約すると以下の通りである。

地域における雇用源の減少（下記の状況から来ている）

●　エビ生産業者破産及びマンチャ・ブランカ病等によるエビ生産業の衰退化

●　エクアドル国ドル化によるエクアドル経済の衰退化及び国境貿易の減少さらに不法貿

易コントロールの強化による国境地域貿易の減少

●　エル・ニーニヨ現象による既存インフラ及び圃場の破壊と米及びバナナ販売額の減少

による農業生産の減少化

●　水産漁業部門の停滞化

●　ペルー・エクアドル間平和協定が締結にも関わらず、殆ど投資が行われていないこと。

約40年の紛争期間中、殆ど当地域における投資は実施されてこなかった。

このような条件が左右し当地域の経済は衰退の方向にあり、貧困が急減に進行している。

一方、当地域における潅漑農業はポンプ用水による高価な水を活用しているものの、経済性の低

い伝統的バナナ栽培及び稲作栽培を行っており、さらに重なる農薬の使用により土地の汚染は進

行しており自然環境が大きく劣化している。このように潅漑施設使用の高価な取水費用にて低生

産性の農業を営んでいることより、農家は貧困に瀕しており、農業生産者の技術向上を図り高収

益性の農業に転換させていく必要がある。これらは全て生産者の適正な農業技術に対する知識の

不足及び高価な取水費用をカバーできうる近代農業への知識不足によるものであることより、農

業生産者の技術向上を図り生産性を高めると共に、地域住民への雇用渡として産業を育成してい

く必要がある。このような観点より、農牧業育成ひいては貧困削減策として以下の部門を強化し

ていく必要がある。

●　高収量品種及び高価値生産物導入による農家経営の安定と農業生産活動の強化

●　持続可能農業の導入による環境保全

●　高価値農産物導入可能な農業生産者組合の強化

●　小規模生産者を考慮にいれた農業融資システムの整備

●　農業生産資材少量投入及び節約潅漑導入を目的とした水利組合の強化

●　低生産財投入農業導入による生産費用の軽減

●　流通システムの改善

（3）　　調査に期待する結果

当調査は当地域における適正な計画策定にて、長期計画における農牧業及び環境部門における計

画を策定することにより、当地域技術者の計画策定能力の向上を図ることも目的としている。地

方政府は本年度、地域の持続開発の促進、公共投資の促進、雇用機会の創設、及び地方分権化を
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加速化できうるように設置された政府機関である。

当調査の目的とするところは、1）貧困削減、2）農業生産物地域競争力の増加、3）持続可能農牧

業の推進である。これらの目的は以下の戦略にて達成する計画とする。

目的 具体的戦略

1） 貧困削減 農業生産の増加

・ 高付加価値農業生産物導入のための試験普及開発

●　 農業技術支援

・　 経営性及び品質の高い生産物開発

●　 持続可能農業導入のための試験開発

社会資本の整備

●　 水利組合能力の強化

●　 小規模生産者の企業生産家への転換

2） 農業生産物地域競争力の増 生産費用の軽減

加 ・　 収穫後処理改善による農家経営合理化導入

・　 生産費用低減農業の導入

生産物品質の向上

●　 流通システムの改善

3） 持続可能農牧業の推進 流域環境改善の促進

●　 濃境島董農法の達人

（4）　　ツンベス県貧困削減を目的とした農業部門強化プロジェクト実施の妥当性

地方政府システムは最近創設された政治体系であり、これは地方の政策を地方政府機関に移管し

ていくためのペルー国家背策としての地方分権化の一環である。現在、ペルーにはこのような地

方政府としてペルー国を25地方政府に分割し、地方分権化を推し進めている。この調査が実施さ

れた場合、この計画策定の経験は当地方政府のみではなく、将来においては他の地方政府の計画

策定の過程に生かされてくるものと思われる。

当県は農牧業が主要産業であり、豊富な自然資源を有している地域であるものの、農業生産者の

伝統的農法による農業生産の低さによる農牧業の停滞、地域住民の労働機会の不足による収入源

不足、自然資源有効活用への無政策等の問題が重なり、地域全体の貧困条件から抜け出せないで

いる。当地域の経済活性化及び失業者への雇用機会の増加のためには、農業部門の強化を行うこ

とが他産業の無い当地域にとっては唯一残された方策である。このような状況の基当調査が実施

された場合、適正な開発計画が策定され、地域活性化の起爆剤となりえると共に、地域住民への

雇用機会の増加へと繋がり、さらに近年創設された地方政府の投資計画策定のための指針となり

えると思われる。当地方政府としてはこの計画策定に基づき、将来における投資を行い地域の産

業活性化の礎とする予定である。

更に当地域は世界でも希少価値のある動植物多様性に富んだ地域であり、約5千マイルのマング

ローブ林、乾燥林及び熱帯雨林と多様性に富んでいる地域でもあり、地域の自然資源を保存する

ためには系統だった計画策定が必要となっている。

1．2．3　日的及び調査結果

調査の目的は以下の通りである。

（1）農村部の貧困原因を把握すると共に、ツンベス県農村部における貧困対策計画案を策定する。
（2）カウンターパートへの計画策定過程に関する技術移転を行い、県技術者の能力向上を図る。
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計画としては以下対策を提言する。

（貧困軽減策として）

◆　　技術支援システム強化案

◆　　農業融資システム改善案

◆　　生産者組合強化案

◆　　水利組合強化案

（生産物地域競争力向上策として）

◆　　流通システム改善案

◆　　農業試験開発改善案

（持続可能農業導入策として）

◆　　流域保全計画案

調査実施の過程においては、県技術者の計画策定能力向上のための技術移転を行うものとする。

1．2．4　調査実施計画

（1）　　調査活動内容

調査の目的を達成するため以下の具体的スタディーを行う。

◆　　必要資料の収集

◆　　農業生産及び流通状況の把握

◆　　生産者農家経営状況の把握

◆　　農業生産資材による環境への影響把握

◆　　水使用状況の把握

◆　　アクション計画の策定

1）　　必要資料の収集

以下の情報を整理する。

◆　　地勢

◆　　人口及び居住条件

◆　　経済活動状況及び流通状況

◆　　農牧業生産技術

◆　　環境

◆　　法律及び基準

◆　　農業融資システム

2）　　農業生産及び流通状況の把握

現場調査及びアンケート調査により以下の部門について分析する。

1．農業生産振興での利点及び制約要因

2．生産技術と世界市場の観点より将来性のある農作物を提言する。

3．地域市場及び世界市場の観点より、生産物流通改善の可能性を検討する。

3）　　生産者農家経営状況の把握

農家アンケートを行うことにより、農家の経営状況を把握し、生産者レベルでの生産技術及び農

家経営に関する改善策を提示する。
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4）　　農業生産資材による環境への影響把握

当地域には世界でも有数のマングローブ林が海岸部に残されており、その保存が必要であること

より、農業生産活性化による影響が及ばないように、農業部門で取るべき対策を請じておくこと

が必要である。調査においては農業生産者レベルでどのような対策を取るべきかについて検討を

進める事とする。

5）　　水使用状況の把握と潅漑水活用合理化案提案

当地域には約1．1万ヘクタールの潅漑施設が整備されているものの、現実にはその施設は十分に

活用されておらず、その施設能力の60％程度しか活用されていない状況にある。これらの施設の

有効活用により栽培面積の拡大が可能であることから、水使用状況を把握することによりその改

善策を提示することとする。

6）　　アクション計画の策定

貧困削減及び地域競争力増加のためのアクション計画を策定する。

1．2．5　調査スケジュール

調査スケジュールは以下の通りである。

1．3　　総合所見

当調査はJAPN FUNDにて実施されたプレ・フィージビリティ調査の結果によるものである。当

地域における農業は経済の基幹をなすものの、従来の農法に依存しており、豊かな水・土地資源

を有効に活用できず貧困に甘んじている状況にある。さらに近年の山岳部からの移住者の増加に

より貧困度合いが増長しており、農業の活性化に加え雇用を増加させることが必要となっている。

一方、ペルー政府の地方分権化政策の一環として本年度より地方政府が発足したものの、計画能

力の不足により的確な計画策定が困難となっている。これらの面から、当地域における貧困の削

減及び地方政府計画能力の充実が必要な課題となっている。特に当地域は2000年までエクアドル

との国境紛争問題故に十分な社会部門の整備が放置されていた地域であり、社会部門での計画策

定が行われてきている地域故に地方政府の計画能力向上は地域の経済発展を進める上で欠かすこ

ことのできない条件となっている。さらに1990年代のたび重なるエル・ニーニヨ現象により、生

産基盤が破壊され、その整備がなされていない地域でもある。



エクアドル共和国

プヤンゴ・ツンベス川流域環境保全計画調査
モレナ・サンチアゴ県農村開発調査



計画対象位置図

国　名：エクアドル共和国
案件名：ブヨンゴ・ツンベス川流域環境保全計画調査



計画対象位置図
国　名：エクアドル共和国
宝牡泉：モレナ・サンチアゴ県農村開発調査



第2章　エクアドル共和国

2．1　　社会・経済及び農業開発の動向

2．1．1　自然概況

エクアドル国は南米大陸の西海岸における太平洋岸に面し、コロンビアとペルー両国に隣接して

位置する。国土総面積は、約26万km2（本州と九州を併せた広さ）である。エアクドルの骨格を

作るのはアンデス山脈であり、最高峰は標高6，310mのチムボラソ火山である。南北に走るアンデ

ス山脈は国を西側の海岸低地と東側のアマゾン減流域に分けている。同山脈を中心に国内の自然

環境は、大きく下記の三地域に区分される。

・西側の海岸低地　：Westemcoastedlowlands　（コスタ：海岸地域）

・中央アンデス高地：CentralAndeanhigh1ands　（シエラ：山岳地域）
・東側のアマゾン低地：EastemAmazonianlowlands（オリェンテ：熱帯雨林地域）

2．1．2　社会・経済状況

国内の総人口は約1，261万人（2001年）であり、都市部に65％、農村部には35％がそれぞれ分布

しており、年々農村部から都市部への人口流出が強まる傾向にある。人口増加率は、1972－1978

年に年率2．4％であったが、1979－1992年に2．0％となり、さらに、1993－2000年の間では年率1．9％

にまで低下している。1990年代からは、農村部からの都市部及び海外への人口流出が著しくなっ

ている。

地 域 別 人 口 分 布

地　 域　　　　　　　　　　　　 1 9 9 0 2 0 0 1

コ ス タ　　　　　　　　　　　　 4 ，8 7 6 ，6 4 3 6 ，0 5 6 ，2 2 3

シ エ ラ　　　　　　　　　　　　 4 ，3 9 9 ，0 1 3 5 ，4 6 0 ，7 3 8

オ リ エ ン テ　　　　　　　　　　　 3 7 2 ，5 3 3 5 4 8 ，4 1 9

そ の 他 （ガ ラ パ ゴ ス 島 ） 9 1 ，2 2 8

合　 計　　　　　　　　　　 9 ，6 4 8 ，1 8 9 1 2 ，1 5 6 ，6 0 8

S o u rc e ：N E C ．2 0 0 1

エクアドル国内の行政区分は全国を22の州（provincia）に区分し、その下に郡あるいは市として

のカントン（CantOn）があり、さらに最小行政単位としてパロキア（parrOqui）がある。また、パ

ロキアはいくつかのコミュニティー（集落）から形成される。行政組織は大統領府（ODEPLAN）

を頂点として15の省庁が中央政府を形成している。

国家経済は伝統的に輸出用バナナ生産を中心とする農業部門と石油産業部門によって支えられて

きた。国内総生産（GDP）に占める産業別割合はサービス部門が45．5％と最も大きく、続いて農

業部門18．6％、製造業部門（農産加工を含む）16．2％、石油（鉱工業）部門16．0％の順である。

最近10カ年におけるGDP及び部門別成長率は農業、製造業及び石油産業によって比較的安定的

な伸びを示していたが、1999年には各生産分野の輸出の停滞により、マイナス7．3％と大きく落ち

込んだ。



GDP及び産董部門別成長率（％1

1 9 9 1 年 i由 7 年 19 9 8 年 再 9 9 年 ‾‾‾i o o 0 年 2 0 0 1 年

G D P 5 ．0 3 ．4 0 ．4 －7 ．3 2 ．3 4 ．6

農 牧 業 5 ．9 4 ．1 －1．4 －1．3 －5 ．3 3 ．8

石 油 （鉱 工 業 ） 8 ．4 3 ．5 －3 ．3 0 ．3 4 ．8 8 ．1

製 造 業 3 ．2 3 ．5 0 ．4 ＿7 ．2 5 ．2 5 ．1

電 気 、 ガ ス 等 2 ．2 2 ．4 2 ．1 4 ．7 5 ．1 2 ．7

建　 設 －1 ．1 2 ．8 6 ．0 8 ．0 3 ．7 1 4 ．9

商 業 ・ホ テ ル 4 ．0 3 ．3 0 ．9 ＿1 2 ．1 4 ．7 3 ．1

運 輸 、 通 信 6 ．0 3 ．9 1 ．6 ＿8 ．8 4 ．4 2 ．9

Source: Information Estadisticas Mensual, Banco Central del Ecuador, 200 1

エクアドルの社会経済政策では、グアヤキル県を中心とするコスタ地域とシエラ地域との地域格

差の是正が伝統的な課題として取り上げられてきた。しかし、地域間格差は年々拡大する傾向に

あり、その結果としてシニラ地域における貧困問題の解決が社会経済政策上の主要課題となって

いる。

2．1．3　貧困問題

（1）　　－人当たりGDPと貧困率

エクアドル国の一人当たりGDPは1，564US＄（2000）であり、世銀の途上国分類では中所得国に

位置付けられる。ただし、国内の貧困率は全体で58．4射こ達する。同じ中所得国である近隣のコ

ロンビア、ブラジル、チリ国はそれぞれ、17．7％、27．2％、20．5％であり、これら各国と比較して

エクアドル国の貧困度の高さが理解される。このように同国は中所得国でありながらその一方で

高い貧困率が特徴となっている。

さらに貧困率は州や地域によって大きく異なっており、このうちシエラ地域の貧困は深刻である。

シニラ地域のうち、ロハ、アスアイ、カニヤールの各州では、貧困率がそれぞれ72％、60．4％、79．4％

と全国平均の58．4％を大きく上回っている。また、都市部の貧困率は平均44％であるのに対して

農村部では平均78射こ達し、都市と農村の格差が明確である。貧困による影響は生活面で顕著に

現れており、例えばシエラ地域農村部での幼児死亡率と栄養不足指数が極端に高いことが挙げら

れる。

（2）　　貧困の地域格差の要因

輸出産業がもたらす経済的な恩恵はバナナプランテーションや石油産業が多く分布するコスタ地

域を中心に発生している。コスタ地域に位置するグアヤス州グヤキル市には国内の55％以上の石

油や食品加工業を中心とする製造工場が集中していおり、GDPの31％を占めている。

一方、シエラ地域であるアスアイ（Azuay）、エル・オロ（ElOro）、ロハ（Loja）、カニヤール

（Canar）の各州では、GDP占有率がそれぞれ、5．4％、3．6％、1．4％、0．9％である。また、全国の

製造業の分布割合はそれぞれ3．5％、2、2％、0．3％、0．2％である。このうち、エル・オロ州は、コス

タ地域とシニラ地域に区分されるが、コスタ地域には世界でも有数のバナナプランテーションが

分布している。このため、コスタ地域では雇用機会に恵まれているが、山岳部では自給を中心と

した小規模零細農家が多く分布し、現金収入の機会が非常に少なくなっている。

2．1．4　農業開発の動向

（1）　　農牧生産の概要

エクアドルの耕地面積は304万ha（休閑地含む）である。耕地面積のうち約50％がバナナ、コー

2　－　2



ヒ一、カカオを中心とする永年性作物である。放牧地となる自然草地は、509万haに達する。ま
た、全耕地に対する潅漑面積は127万haである。

農業就業人口は330万人であり、総就業人口の約30％を占めている。農家戸数は約84．3万戸であ

り、このうち農地所有面積5ba以下の農家が全体の63．5％を占め、最も多い。また、200ha以上の

大規模農家は全農家数の0．8射こ過ぎないが、農地面積の16％を占めている。

規模別農家数及び農地面積

農 家　　　　　　 農 地面積

農家数　　　 ％　　 面積（b a）　　 ％

＜5h a 535，3 16　　　 63．5 13，0 89 ，44 7　　 52 ．4

5 －10ha 101，06 6　　 12．0　　 688 ，987　　　 2 ．8

10 ＿20ha 7 5，660　　　　 9．0　 1，0 17，80 7　　　 4．1

20 －50ha 7 6，797　　　　 9．1　 2 ，372，14 6　　　 9．5

50 －100ba 34 ，499　　　 4．1　 2，242，474　　　 9．0

10 0－200ha 12 ，943　　　 1．5　 1，667，172　　　 6．7

＞200ha 6，629　　　　 0．8　 3，89 1，40 8　　 15．6

T otal 842，910　　 100．0　 24，969，44 1　 100 ．0

Source：mC，2001

エクアドルの伝統的な農産品はバナナ、カカオ、コーヒー、砂糖キビ、牛肉であり、大部分が輸

出用である。国家経済はこれら輸出用農産物に依存する割合が高いが、一方でこれら農産物が国

際市場商品であるために国際価格の変動国家経済が左右される不安定な状況となっている。

また、バナナは民族系企業によるプランテーション経営であり、牛肉は大規模牧畜農家による粗

放な放牧が主体である。国内向け農産物生産は主食であるトウモロコシ、米、野菜類がシエラ及

びコスタ地域を中心に生産されている。これら食糧農作物はいずれも小規模農家が生産主体とな
っている。

エクアドルの国土の56％は森林地帯である。特にオリエンテ地域では80％が原生林地帯であり林

業資坂が豊富である。また、太平洋岸ではエビを中心とする水産行が盛んであり、バナナ、石油

に次ぐ輸出品となっている（エビは世界第4位の生産国）。

農業政策と開発の方向性

エクアドルでは前政権（1999－2003年）によって作成された「危機克服のための計画2000－2003年」

が国家開発計画として位置付けられている。同計画では貧困削減、マクロ経済安定化、生産性向

上、地方分権化の4点が重点施策として取り上げられている。このうち貧困削減が政策面におけ

る最重要課題となっている。国家開発計画における農業部門の主要政策は以下のとおりである。

一小規模零細農家の支援

一農牧業部門の持続的な開発と発展

一環境保全型農業の推進

一生産基盤の整備を通じた農業生産性の向上

一農民組織の強化と関連制度の確立

国内における貧困層は大部分が農村部に分布しており、小規模零細農家の支援は国家計画の支援

を促進する上からも重視されている。具体的な施策としては農村部における生活インフラ、潅漑

施設を中心とする生産インフラの整備、小規模農村加工業の推進が掲げられている。
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2 プヤン ゴ

･

ツ ン ベ ス 川流域環境保全計画調査

(り プロ ジェ ク ト概要

プロ ジ ェ クト名 プヤンゴ ･ ツ ン ベ ス川環境保全計画調査

責任機関 Pl a n B i n a ci o n aI d e D e s a 汀 0 1l o d e l a R e gi d n F r o n t e ri z a

( 二 国間国境地域開発プラン ; エ ク アドル外務省横閑)

実施機関 P R E D E S U R ( 南部地域開発庁)

プヤンゴ ･ ツ ン ベ ス川流域環境保全委員会

参加機関 地方自治体及び住民

財源及び援助機閑 JI C A に よ る技術援助

調査地域 調査対象地域 ; プヤンゴ
･ ツ ンベ ス 川流域 (流域面棟; 3 , 6 7 6 .2 k m

2
)

調査対象項目 ; 農牧業､ 動植物及び水産業

プロ ジ ェ クト実施期間 2 年

プロ ジ ェ ク ト要約 森林伐採 ､ 土壌浸食 ､ 焼畑農業､ 傾斜地農業及び金鉱山排出水銀汚染等の環境問題を

総合的に検討するこ とにより､ 環境問題の 軽減策を提示するとともに ､ 流域内貧困対

策を提示し､ 持続可能開発 (農牧林業) が可能なよ うに流域管理計画を策定する｡

調査内容 ･ 必要資料
･

情報 の収集 ､ 住民ア ンケ
ー トによる現況把握

･ G I S 活用 に よる動植物生態系区分の 明確化

･ デ
ー

タベ
ー ス の作成 と水質モニタリングシ ス テム の 構築と運営

･ 農牧林業振興計画 ､ 環境汚染軽減計画の策定

･ 河 川 水質汚染対策重点地域の 明確化

･ 流域保全アク シ ョ ンプラ ン の策定

･ 計画実施予算案作成

調査目標 ･ 土 地利用計画及 び農牧林業振興計画を策定する ｡

･ 流域環境管理プロ グラム ､ 環境教育プロ グラム及び環境モ ニタリングプログラム

を策定する｡

･ 汚染産出産業の代替産業移転案 (農牧林業) を策定する｡
･ 環境保護アクシ ョ ンプラ ンを策定する｡

･ 技術移転を行う｡

プロ ジ ェ クト効果 ･ 貧困の 削減と経済活性化
･ 土地利用の再編成と保全必要地域の保全

･ 櫨林資源及び森林資源の 回復
･ 土壌浸食の 防御 ､ 軽減
･ 鉱業汚染の軽減
･ 農村廃棄物 ､ 下水 の処理

･ 環境保全型農業の普及と生活の 改善
･ 生物多様性保全

(2) 背 景

り 状況把握

a . 調査対象面積

調査対象地域は エク ア ドル ､
ペ ル ー 間の 国

境地帯 に位置し ､ 和平協定が締結され る ま

で は両国間にお ける紛争地域で あっ た地域

で ある ｡ 対象地域に は 5 3 万人の人口が居住

して おり調査対象地域内に E L O R O 県及び

L A L O J A 県が位置して いる ｡ 調査対象面積

は 5 .3 千 k m
2
で ある ｡

1 9 9 9 年 に エクア ドル ･ ペル
ー

両国で調印 さ

対象地域特性;
･ 過去における国境紛争地域
･ 国際河川 ( P u y a n g o - ¶ m b e s y Z a ru m 川a)
･ 豊富な未使用土地

･ 水資源を有する地域

･ 港湾 ､ 道路施設の整備された地域

･ 高 い失業率 と高い 人 口増加率
･ 砂漠地帯か ら熱帯雨林に変遷する地域
･ 低平地か ら高山地を有する多様な地勢
･ 豊富な植物資源を有する地域
･ 多く の調査が あり ､ 情報が整備されて いる地域

れた 平和協定 によ り ､ 豊富な 天然資源 の活用等 の高い 開発ポテ ン シ ャル を有すプヤン ゴ ･

ツ ン ベ

2 - 4



ス川流域の開発を2国間（ペルー・エクアドル）機関にて開発しようと気運が生まれており、そ

の豊富な天然資源の活用を目的として種々の計画が策定されており、2002年に日本基金を活用し

たB1D資金によりプレF／S調査が実施された地域である。当地域の特徴は以下の通りである。

特 徴

気 候 砂漠性気候から熱帯湿潤気候が分布

降水量 主 流域

水資源利用可能量

標高別分布

300 m m ′年 - 3,300 m m ′年 と地域変動多 し

P uyando -T um bes川 (5 ,561 km z)及 びZ arum illa川(l,187.2km z)

P uyando T um bes JH ; M arcabelf(76 .2 m 7 s), L inda C h ara (89.9m 7 s),

C azadero s (115.1 m 7 s)及びT igre (110 .7 m 7 s)

Z arum illaJH (9.6 m 3/s)

0 ~ 150m (26% ), 150 ~ l,000m (53 .3竺),1,000m 以上 (20 .7% )

マ ングロニ ブ､ アカシア林､ 乾燥林､ 湿潤山岳地域林､ 沿岸植生等と多様植 生

性あ り0

a．　　流域の主要な問題点

エクアドル・ペルー両国の国境地帯に位置しているプヤンゴ・ツンべス川の豊富な河川水は両国

にとって貴重な水資源となっているものの、河川水汚染及び流域環境悪化による資源劣化、上水

源水質悪化等の深刻な問題を抱えている。現在、この水源はペルー側の約12，000haの潅漑地域水

源及び両河川下流域の住民飲料水として利用されている。下流域には、開発可能総面積約10万

haにおよぶ土地資源及び平均水量100m3／Sに及ぶ豊富な水資源を有している地域であり、これら

の資源の有効活用は、将来の食料増産、経済活性化による社会的貧困問題の解決等の可能性を有

している資源であり、両国にとって貴重な自然資源となっている。さらに、同流域内には地形及

び砂漠地域から熱帯雨林に変遷する地域であり、多様な動植物資源及び多数の植生群落を有して

おり、エクアドル国のみならず世界にとって保全すべき動植物資源を多く有する地域でもある。

しかしながら、流域内における天然資源保護への意識の低さより、鉱山開発での水汚染問題及び

農牧業生産活動に起因する土壌浸食、森林資源劣化等の問題が起きており、自然資源の劣化が進

行している。地域住民は山岳地において焼畑農業及び過放牧牧畜を営んでおり、森林資源の消滅

のみならず、土壌浸食の原因ともなっている。

水質汚染問題は重金属含有問題等を含んでおり、当河川水を上水源として活用している下流域住

民の健康問題ともなりつつある。加えて、当河川の流入する水域は世界の漁場となっており、こ

れらの水産物は世界に向けて輸出されており、間接的に世界水産資源への汚染へとも繋がってい

る。

このように上流域における流域保全は、上流域生産者の貧困を軽減する可能性を有する上に、下

流域住民の健康問題、将来の貴重な自然資源保全及び水産物保全等の解決策に寄与する可能性を

有しており、環境改善を行うための適切な対策を講ずる必要のある地域である。

流域における環境上の問題を整理すると以下の通りである。



環境問題

森林伐採 耕作地、放牧地、鉱山等の諸活動による森林伐採、焼畑農業の慣行、さらに野焼

き慣行等が行われており、Puyango 川流域従来植生の劣化が進行している。特に

10 月～11月の期間での野焼きは山火事等が問題に繋がっており、森林資源の劣化

となっている。

上流域森林の伐採は、傾斜地における農業の振興、さらに傾斜放牧地における牛過放牧鉱産業

土壌浸食

水質汚染

浮遊物質

浮遊物質中の

の過放牧が要因となっており、この過放牧が上流域の植生回復を困難なものとし

ている。

Puyongo川上流域及び特にPo血Velo からZam m a に至る地域では18世紀より金採
掘のための鉱業が行われており、この産業により下記の環境問題を呈している。

●　無秩序な土地利用と土地陥没

●　騒音 （ダイナマイト）

● アマルガマ （水銀と他金属との合金）の燃焼による水銀汚染

中・上流域における伐採 ・過放牧が要因とな？．壬いる土壌浸食問題

puyan g詩 こm bes川流域の境界内では鉱業、農業、牧畜等の多岐にわたる生産活動
があり、水質に影響を与える要因とな？エ七、る。

当河川の浮遊物質はPort3，。1。－Zam m a 地域の鉱山の残軽土砂及び土壌浸食の2 つ
に起因しており、鉱山から発生する浮遊物質は極めて細かい粒度（物質の80％を占

め、0．15 m m 以下の粒径）である。これらの残漆土砂は河川沿いに放置されている
ため、雨期における河川流量増に伴い、この残渡堆積物 （汚染物質を含む）は、

浮遊物質として下流域に流下しており、ペルーサイドの河口にまで流下してお
り、さらに世界的に貴重資源であるマングローブ林のある河口域に流れ込んでい

垂．だ

乾期には、河川に沿って有機物濃度が高い浮遊物質が発生しており、有機物濃度

有機物鉱業汚染

は鉱業汚染源から河川下流に向けての濁りの度合いに比例している。

流域内の主な鉱業地域はP。rtOVeiこ－Zaru m a 鉱山区であり、同地域からを水源とす
る河川流出により水汚染及び大気汚染が発生している。

乾期では浸食現象は少ないものの、雨期にはPortovelo－Zar um a 鉱山区からの残漆
等が下流へ流下している。

都市中心部では自治体による適切な河川の運営・管理が実施されておらず、河川都市汚染
の蛇行部及び河川氾濫の緩衝地域に継続的な土砂の侵入・堆積が見られる。また、

土砂の浸入・堆積により河道が狭く、陸路となり、橋梁へ悪影響を与える他洪水

問題の深刻化を招いている。

将来における想定される環境問題は以下の通りである。

1．汚染水の飲料水利用による下流域住民への健康問題
2．汚染水利用による下流域の生産物汚染への影響

3．マングローブ林地域の環境への悪影響

4．世界水産資源地域への汚染

5．上流域の環境悪化による水資源の枯渇

これらの問題は生産活動による森林伐採、過放牧、適切でない農産物生産等による環境問題を防

ぐためにも、これらの問題を根絶する複合したアクションの導入が必要である。

b．　　期待される調査結果

開発目標は1）水資源、植物相、湖等の環境回復、2）土地利用の再編成、3）植林及び森林の回復、

4）浸食の制御・軽減、5）鉱業汚染の削減、6）都市廃棄物、下水の処理、7）環境保全型農業の普及、8）

生物多様性の保全から成る。



調査における適切な開発計画の策定を通じて計画実現にかかる技術移転を目的とする他、’農牧畜

及び環境に関する対象地域において、長期間にわたる投導入計画を策定する。

環境改善を目的として以下のアクションプログラムを策定する必要がある。

細目的

1）環境回復　　　　　　　　・動植物相及び水源の保全
●　環境悪化対策の導入（汚染源、野焼き対策等の導入）

2）土地利用の再整備 ●　適地適作の促進

●　水資源の有効利用促進

●　土地利用計画・モニタリングの強化

3）植林及び自然林回復 ●　牧畜業に適さない地域への植林促進

●　商業植林促進

●　自然林回復促進
●　野焼き及び焼畑農業の制御

4）浸食制御対策 ●　集約農牧畜への転向とその改善策導入
●　焼畑農業軽減策導入

●　農生産物にかかる基盤整備強化

5）鉱業汚染の削減 ●　汚染源の制御、軽減（固形物の貯蔵、金粉工場建設位置
の再検討、技術改善）
●　鉱業からの農牧業への転換促進

6）農村部ごみ及び下水の処理　・ごみ捨て場の整備
●　健康問題に係わる環境改善

7）環境保護農業 ●　農牧畜生産性の増加促進

●　農牧畜業の多角化促進

●　農牧畜業の近代化促進
●　農産物加工業の促進

8）生物多様性の保全　　　　　・保全の対象地域内外に係わらず、保全の必要性のある地
域の保全（マングローブ林、乾燥林、等）．

流域環境保全の達成及び流域下部の住民への悪影響を防ぐためにも前記の目標を達成する必要が

ある。これらの目標を達成するために複合的な調査を実施し、最適な判断及び効果的な対策を取

ることが必要である。

G．　　プヤンゴ■ツンベス川流域環境保全調査の必要性

当調査地域はペルー・エクアドルの国境地帯に位置し、農業及び住民の生活活動が行われている

地域でもあると共に多様な動物相及び植物相が存在する地域でもある。環境的には乾燥地域から

マングローブ林、熱帯湿潤地域、湿潤高山地域におよぶ気候区分を有す他、石化された森も現存

する多岐にわたる自然環境を有す地域であり、生物資源的に世界的にも多様性のある貴重な動植

物資源を有する地域である。さらに河口域近辺には、両国にとって残された豊かな農地が広がっ

ている地域である。この地域は両国の紛争により長い間、開発が行われていなかったものの、近

年の和平の波及び両国の抱える貧困問題より、近年人口圧力が増加しており、これらの資源に依

存する人口が激増している。これらの住民の飲料水及び農業用水は上流域の水源に依存しており、

今後この水源の水質問題が下流地域住民の健康問題に大きく関わってくる可能性は非常に高く、

現時点において、上流域における必要な対策を講じておくことが重要である。

但し、適切な手段を取るために、問題・原因を明確にし、上・下流域の住民からの合意を得るため

の調査を行い、適切な対策を導入する必要がある。
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（3）　　調査の目標及び期待される効果

a．　　調査の目的

前記に示した問題点を元に、調査目標の達成のため下記のプログラムを策定する。

1．流域環境管理プログラム（持続可能農業導入、林業促進、制限放牧システム構築等）

2．環境教育プログラム

3．研究及びモニタリングプログラム

4．汚染源制御プログラム（農牧業への産業移転）

5．農村汚染の制御プログラム

また、相手国実施機関が必要なアクションを将来において実施できうるように、当調査にて計画

策定の過程及びその方策等をカウンターパートに技術移転する。

b．　　期待される効果

各プランの期待される効果を以下に示す。

流域環境管理プログラム

このプログラムの目標は浸食及び水汚染により悪化が進む流域を対象にした流域環境保全である。

適切かつ持続的な方法による水利用の開発可能性を調査し、最適な流域管理方法を確立すること

が求められている。計画では水資源の利用手段を設定し、耕作地の土地利用計画をはじめとし、

下記の項目を実施することとする。

1．土地利用区分による重点保全地域の明確化

2．植林事業促進による森林資源の回復策の提示

3．過放牧制御による浸食制御策の提示

4．持続可能農業の導入（有機農法、等高線栽培等の導入）策提示

5．金鉱産開発にかかる適切な技術使用と農業への産業移転策提示

6．改善畜産技術の導入策の提示

環境教育プログラム

異なる対象者レベルに焦点を合わせたカリキュラムの策定と環境教育方策の提示を行う。

環境保全型農業の普及

環境教育に環境保全型農業に関する教育を盛り込む。この農業手法は一般の農業手法とは異なり、

流域内において有用な手段であり、有毒性の農薬品の使用を制限することにより環境及び耕作地

への影響を最小限に抑える。また、耕作地の残基を利用することにより、農薬晶への依存及び必

要経費が軽減し、農家の利益を導く。その他に、環境保全型農産物の輸出可能性は大幅に拡大し

ている。

研究及びモニタリングプログラム

環境に関する様々な事柄を制御・管理するにあたり、このプログラムの実施は大きな影響を与える。

特に、水質等の可変性を調節できるためにもこのプログラム結果が必要とされる。浸食レベル調

節、流出量の制御・管理、地下水レベル調節等のプログラムにより、急氾濫危機の予防策と成る。

既に、プヤンゴ・ツンべス川流域環境問題に関する多岐にわたる調査を行ってきているが、ダム

建設プロジェクトの実施のために必要な土壌浸食、水環境汚染にかかるデータの不足が確認され
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ている。実存データも連続的な調査・観測が決如しているために不連続かつ分散化しており、詳

細な予報の利用には限界が生じている。

鉱業汚染の制御プログラム

プヤンゴ・ツンべス川汚染を引き起こす原因のひとつは金鉱産業の廃棄物であり、この地域の環

境問題の向上も目的としたプログラム策定を行う。対策としては、生産性の低い金採掘業者の他

産業への業種移転を促進する。

農村汚染の制御プログラム

河川沿いに位置する町・村の住民による廃棄物が水汚染の原因であると考えられる。予防対策と

しては固形廃物の分類と可能な限りの資源再利用を図る。また、資源の再利用により、実施機関

である役場の利益にも繋がることが考えられる。加えて、各町及び村は下水道網の整備及び腐敗

槽の設置等の下水処理施設を導入する必要がある。

（4）　　調査計画

1）　　調査項目

期待される効果及び目標達成のために下記の調査を実施する。

◆　調査に関する必要な資料・情報の収集と住民参加型による現況把握

◆　GISを活用した生態系区分の明確化

◆　データベースの作成

◆　水質汚染のモニタリングシステムの構築と運営

◆　対象流域における環境の維持改善事業の実施主体の特定

◆　河川水質汚染に係わる環境改善地域の優先順位付け

◆　戦略、活動等のアクションプランの策定

◆　計画実施のための予算案作成

a．　　調査に関する必要な資料・情報の収集と住民参加型による現況把握

下記のとおりに、当計画に関係するデータを収集する；

◆　地形

◆　人口統計及び住宅

◆　水文

◆　土壌及び地質

◆　経済活動及び商業

◆　応用技術（農業及び畜産）

◆　環境

◆　汚染原因

◆　法律及び規則

◆　クレジットシステム（融資システム）

現時点の情報収集、及び情報源を再確認する。加えて、以下に示すデータベースのシステム構築

を実施する。

また、現況把握には（5）で示す事業実施機関と関連機関を対象に環境認識に関するワークショップ

を実施し、流域の環境問題点を確認する他、住民及び関連機関の協力で最適な問題解決を提案す
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る。

この手段は目的が二つ有り、一に、プロジェクト対象地域内における住民の社会・経済及び文化

的な情報の収集、二に、前述の住民を対象に環境、社会・経済、文化的な影響に対する思考や認

識を調査することである。

b．　　GlSを活用した生態系区分の明確化

基礎となる適切な計画の作成のために既存の情報を活用し、GISを通して構築した生態系の適切

な性質区分を行う。以下の各テーマ毎に縮尺1／100，000の地形図に基づき、データベースを作成す

る。

1．測高

2．水文及び流域

3．土地利用及び植生

4．　土地特性

5．基盤整備（道路、電気線等）
6．汚染原因（汚水、都市廃棄物等）
7．鉱産業
8．モニタリング

9．その他の情報

C．　　データベースの作成

GISを元に、既存情報を活用したデータベースの作成を実施する。

1．人口統計・住宅
2．水文及び気候

3．農畜生産

4．汚染評価

5．流域の特性

6．その他の情報

d．　　水質汚染のモニタリングシステムの構築と運営

水汚染の制御にかかる適切な情報を得るために重要な地点を抽出し、観測を実施する。

配置：観測地点を据え付ける（5カ所以上）。流域上部（汚染の原点）、流域中部、町村等の全
部及び河口、同様にマングローブ林の管理ステーション。

このモニタリングでは流域内の鉱業、牧畜、農牧畜、住民等の異なる人為的活動によって流入す

る成分に関する水質分析を実施することを検討している。農業、住民の利用、河川に生存する生

物種の開発のために水質の変質が生じていると考えられている。

同様に、下記の検査も考えられる：

1．豊富な水量を有する水源を通じた、表流水資源の水文分析

2．ボーリングによる井戸調査を通じた、地下水資源賦存量の分析

3．水利用量及び水管理計画の分析

乾期・雨期における信頼できるデータベースを得るために、各河川適当なサイトに流量測定装置の

2　－10



導入を図り、両河川流量を調節するために必要なデータを収集する。

同様に、気象データが不足する地域において気象観測装置の導入を図り、導入による各種データ

をGISを活用した分析に反映させる。

e．　　対象流域における環境の維持改善事業の実施主体の特定

流域内の住民及び行政機関の参加を募り、環境の維持改善事業の実施主体を特定する。但し、流

域内の様々な公的及び私的事業の関連・協調体制を確認するとともに事業主体を特定し、計画の

構築から決定を参加型によって進める。

f．　　河川水質汚染に係わる環境改善地域の優先順位付け

水質悪化等を地域毎に局地化することを目的とした研究及びモニタリングを実施した後、その危

険性及び重要性に基づいて同地域に適切な作業を策定する。

g．　　戦略、活動等のアクションプランの策定

環境の悪化した地域を明確にし、対象流域内の事業実施機関と関連機関の参加型による各専門分

野の分析に基づき各地域毎のアクションプランを策定する。

h．　　計画実施のための予算案作成

実施するプログラムの戦略及び活動方法を把握した上で、計画実施にかかる予算案を作成する。

また、それに必要なコスト調査を実施する。・

この計画予算案は計画立案グループごとに各プログラムに即した従事期間予定表のもと作成され

る。
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（2）　　調査スケジュール

調査スケジュールを以下に示す。

活 動 内 容
調 査 期 間 （月 ）

2 4 6 8 1 0 1 2 1 4 1 6 1 8 2 0 2 2 2 4

資 料 ・情 報 収 集

些 形

人 口 統 計 、 住 民

…埜 文
土 壌 ・ 地 質

地 理 情 報 と そ テ ム

デ ー タ 収 集

デ ジ タ ル 化

分 析

デ ー タ ベ ー ス

デ ー タ 収 集

デ ジ タ ル 化

二 二愛 車

汚 染 原 因 の 把 握

現 地 調 査

デ ー タ 分 析

対 策 の 提 案

水 、 土 壌 、 森 林 資 源 賦 存 量

現 地 調 査 （土 壌 調 査 ）

現 地 調 査 （流 出 量 ）

現 地 調 査 （地 下 水 調 査 ）

デ ー タ 分 析

対 策 の 提 案

計 画 の 策 定

流 域 環 境 管 理 プ ロ グ ラ ム

環 境 教 育 プ ロ グ ラ ム

調 査 ・モ ニ タ リ ン グ プ ロ グ ラ ム

鉱 業 汚 染 の 制 御 プ ロ グ ラ ム

農 村 汚 染 の 制 御 プ ロ グ ラ ム
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2．3　　モレナ・サンチアゴ県農業開発調査

プロジェクト概要

∴プヰヅ 耳グ・：宰各 ：三、一 ．÷し・ゝ．）こ キ レナ ・：‘サ ンチ アギ 県環境保 全型農業開発 計画調李工‥．て；‡

実施機 関 C RE A （カニ ヤル ・アスアイ ・モ レナサ ンチア ゴ県経済復 興セ ンター）

参加機 関 地方 自治体及び地元住民

財源及び援助機 関 日本へ の技術協力

調査地域 調査対象地域 ニモ レナ ・サ ンチア ゴ県

調査対象項 目 ；流域保全管理 と農牧業の振 興計画

プ ロジェク ト実施期 間 2 年

プ ロジェク ト要約 ・ 当調査対象地域 のモ レナ ・サ ンチ アゴ県 はエ クア ドル国 にお ける最 貧困

地域 で、貧困軽減のためには農 牧業 の活性化 を図る必 要のあ る地域 であ

る。 しか しなが ら現在 までの ところ、これ と言った方策は策定 されてお

らず 、エ クア ドルにおけ る取 り残 された地域 となってお り当地域の貧困

は拡大 してい く状況 にあ る。しか しなが ら当地域 はエ クア ドル における

土地 ・水資源 ともに豊 かな地域 であ り、土地 ・水 資源 の不 足す るエクア

ドル 国に とっては僅か に残 された開発余地の ある地域で ある。当地域 に

お け る貧 困削減及 びエ クア ドル経 済の活性 化の為 には これ らの資源 の

有効活用 を勧 める必要が ある。これ らの状況 のも と、当地域 の管轄機 関

であるC R E A は計画 を策定 中で あるが、人員不足 、予算不足よ り十分

な事業計画 を策定で きずにい る。

事業概要は、土地 ・水資漁 の活用 として以下の事業を整備 してい く。

●　 水源 施設整備 （小規模 ダム等） の整備

●　 水源 活用施設 の整備

●　 植 林事業 の実施

●　 流通施設整備

●　 農村道路網の整備

当計画の実施に よ り、地域経済の活性化 を図 る とともに、貧 困を削減 してい

くとともに、他国への移住者輩 出源 となってい る地域 か らの移 住地先 として

い く。 さ らに植 林事業を振興す ることによ り、Co2 問題へ貢献 していけるよ

うに地域開発を導いてい く。

調査内容 ・調査 に関する必要な資料 ・情報の収集、住民参加型に よる現況把握及びG IS

を活用 した動植物の生態系区分の明確化

・デー タベースの作成 と環境 モニタ リングシステムの構 築 と運 営

・農牧林業の生産性 向上に よる農 家所得 の向上 と農 村社会基盤整備

・流域全体の ゾーニ ングの策定

・開発方針、戦略及びア クシ ョンプ ランの策定

・実施体制及びプ ロジェ ク ト実施 予算 の作成

・技術移転

プ ロジェク ト効果 ・持続 的な天然資源 の有効利 用

・農牧林業の生産性 向上に よる農 家所 得の向上

・基礎的な農村社会基盤 の整備 に よる農村 人 口の流出の軽減

・住民参加 に よる調 査、計画、実施 体制 の確 立に よるプロジェク トの持続性

の確保

・他地域へのモデルプ ロジェ ク ト



添付資料



1 . 調査団員の経歴

本城正行 ( 団長/農業開発計画)

昭和 5 1 年 3 月

昭和 5 3 年 3 月

平成1 年 4 月

昭和 5 6 年 1 月 ～

2 . 調査日程

東京農業大学農学部農業工 学科

東京教育大学大学院農学研究科

ブラ ジル ･ ヴイ ソ
ー ザ大学大学院農業経済学科

パ シ フ ィ ッ ク コ ンサル タン ツイ ン タ
ー

ナ シ ョ ナ ル

コ ンサ ルテ ィ ン グ事業部 農業開発部

工程表

2 5 日 ( 日) 東京 ･ ロ ス
･

リ マ (J L O 6 2 ; 1 7 :2 0/11 :1 5 , L A 6 0 1 ; 1 4 :1 0/0 0 :3 5)

2 6 日 (月) 移動 - リ マ 到着 (0 0 :3 5) ､ 資料整理

2 7 日 (火) 外務省 ､ 大使館､ J I C A ､ J B I C 表敬

2 8 日 ( 水) 農業省 ､
I N A D E そ の 他関係機関との打ち合わせ

2 9 日 ( 木) 移動 ( リ マ
･ ツ ン べ ス) 現場調査 (農業省 ､

I N A D E と)

3 0 日 (金) 現場調査

31 日( 土) 移動 ( ツ ン べ ス
･ リ マ)

1 日 ( 日) 移動リ マ ･ キ ト ( m O 2 0 ; 1 0 :4 5/1 2:5 5)

2 日( 月) 外務省､ 大使館 ､ J I C A 表敬

3 日 ( 火) ク エ ン カ 移動 ( C R E A 表敬)

4 日 ( 水) 現場調査

5 日 ( 木) 現場調査

6 日( 金) 移動 ( ク エ ン カ ･ キ ト) ､ 外務省 との 打 ち合わ せ

7 日( 土) 資料整理

8 日( 日) 移動 キ ト ･ ボ ゴタ( C O 8 80 ; 8: 00/9: 2 9)

9 日 (月) J B I C 表敬

1 0 日 (火) 移動 ボ ゴタ
･ ロ ス( C O 8 8 2 8 :1 0/1 7 :1 6

1 1 日 (水) 移動 (J L O 6 1; 1 3 :0 5/1 6 ‥25)

1 2 日 ( 木) 東京到着 (1 6 :2 5)

A - 1



3 . 面会者
一

覧

ペ ル ー 共和国

外務省

1 .
D i e g o G a r ci a S a y a n

2 . M a n 11 el P ic a s o

3 . M a u r o M e n d o z a

I N A D E

l .
F e d e d c o V a 巧 a S C e n t e n o

2 , R i c a rd o S a n c b e z C a rl e s si

3 ,
E d u a rd o L in a r e s

4 . P e d r o G ロe rr e r O

5 . J o s e E z c u rr a

6 . F r a n cis c o G a n o s o

C o m isi o n ad o E s p e ci al d e Pl a n B i n a ci o n 山

E m b如ad o r , J ef e d e P l a n B i 血 a Ci o n al P e n l a n O

A s e s o r d el E m b aj ad o r P i c a s o

P r e sid e n t e d e I N A D E

A s e s o r d el a P r e sid e n ci a d e I N A D E

G e r e n t e d e E st u 血o s

A s e s o r d e l a P r e sid e n ci a d e I N A D E

G e r e n ci a d e E s m di o s

G e r e n t e r ep r o y e ct o s d e C o st a

農業省

1 . L i c . A lfb n s o P a d b u a m a n C : D ir e ct o r N a ci o n ai A g r o e c o t u d s m o P R O N A M A C E C S

2 ･ b g ･ F r e d d y Fl o r e s H e 汀 e r a ‥ C o n s ult o r

エ ク ア ドル 共和国

外務省 ;

1 . L i c . J u a n C a rl o s R a m ir e z : C o o rdi n ad o r P r o g r a m a

C R E A

l . 血g . C a rl o s F E R N A N D E Z D E C O R D O V A

2 . E c o . V e r o n i c a R E Y E S

3 . D r . V i c e n t e C R E S P O

4 . E c o . C a rl o s (〕U I Z H P E

5 . b g . G u id o C R E S P O V

6 . h g C a rl o s C O R D O V A O .

A - 2

D ir e c t o r 句e c u ti v o

S u b dir e ct o r a 句e c u d v a

V et e 血 a d a n

J e 托 D ep . d e E sl a disti c a s

J e 托 D ep . d e E v 山u a ci(i n

D ir e c t o r d e P l a n i丘c a ci(i n



4 . 収集資料
一

覧

● S u b c o m isi(i n E ⊂U at O ri a n a
- P R E D E S U R . M a y o ′ 1 9 7 7 . I nf o r m e s o b ｢e B o s q u e s P e t｢ific ad o s d e】

P u y a n g o . P u blic a cid n N O 6 4 . Q uit o
- E c u a d o に 3 9 p p ･

･ S u b c o m isi(i n E c u a t o ria n a - P R E D E S U R . N o vi e m b r e 1 97 8 . 日 M a n 句O A m bie n tal y el Pla n e a m i e n t o d e
D e s a r r ol】0 : E st u di o d el C a s o d e P r e d e s u r e n el E c u a d o r P u bli c a ci(in N O 8 4 .

･ C o n s uIti ng E n gin e e rs S e ヒg 壮e r G m bll . 1 9 9 2 . I nfb r m e P r e= m in ∂r S Ob r e E v a 山a c 冶n d e D a吊os y

P r o p u e st a d e M edid a s d e E m e rg e n ci a .

･ V o n T u m p= ng W o 帆 M ay o 1 9 94 ･ M o n it o r e o d e M e rc u ri o e n a g u a . s edi m e n t o s y a ire e n Z a ｢ u m a y

P o rt o v e1 0 . E ⊂u a d o r - I nfb r m e Fi n a l .

･ F u n d a cid n c E N D A - C O S U D E - P r o y e d
- C o n s ult: P r o y e ct o Mi n e r b si n c o nt a m in a ci 血 . 2 1 s eti e m b r e

1 9 9 6 . E st u di o C ol e c tiv o d e I m p a c t o A m bi e n tal y Pla n d e M a n 句O A m bie n t al p a ra la s Pla nta s d e

B e n e fi cio d e Mi n e r ∂l A u r紆e r o u bic a d a s e n l a V e g a d el Ri o C al e r ∂/ S al a d o .
2 2 5 p p .

･ U ni v e rsid a d T 占c nic a M a c h ala ′ 1 9 9 6 . La M in e rb O re n s e . P ｢O V . 臼 O r o . 2 2 p p .

･ E s tr a t e gia d e C o n s e Ⅳ a Cid n d e ほ c o sist e m a d e 10 S M a n gla ｢e s d e l 七m b e s . 1 9 9 7

･ C o m it占 C 如ic o d e A p oy o a la I rrig a ⊂id n d e la M a rg e n D e r e ch a d el R b ¶ m b e s . O ct u b r e 1 9 9 7 .

P r og r a m a Pilot o D e s a r r o】1 0 R u r al I nt e g ra l c o n P r ot e ⊂Cid n A m bi e nta l c o n 占nfa sis e n A g ric u 他 用

O rg占ni 00 y M a n 句O y C o n s e Ⅳa Cid n d e 柑 osq u e N a cio n al ( 刊 m b e s)

･ M i nis t e rio d e E n e r g la y M i n a s
- S ub s e c r et a r b d e Mi n a s - P R O D E M I N C A . 1 9 9 8 . C e n s o M in e r o

P o 托O V el o - Z ∂｢ U m a . 1 6 p p .

･ Mi nis t e ri o d e E n e rgia y M i n a s
- P R O D E M I N C A ･1 9 9 8 ･ M o nit o r e o A m bi e n ta l d e 】a s A r e a s M i n e ｢ a s e n el

S u ｢ d e E c u a d o ｢ 1 9 9 6 - 1 9 9 8 . 1 1 4 p p .

A - 3


	表紙
	まえがき
	目次
	第1章　ペルー共和国
	計画対象位置図
	1．1　社会・経済及び農業開発の動向
	1．1．1　農業生産の動向　
	1．1．2　農業開発政策　

	1．2　ツンベス県農業部門強化計画調査
	1．2．1　調査概要
	1．2．2　調査の必要性　
	1．2．3　目的及び調査結果　
	1．2．4　調査実施計画　
	1．2．5　調査スケジュール

	1．3　総合所見　

	第2章　エクアドル共和国プヤンゴ･ツンベス川流域環境保全計画調査 モレナ･サンチアゴ県農村開発調査
	計画対象位置図
	2．1　社会・経済及び農業開発の動向
	2．1．1　自然概況　
	2．1．2　社会・経済状況　　
	2．1．3　貧困問題
	2．1．4　農業開発の動向　

	2．2　プヤンゴ・ツンベス川流域環境保全計画調査
	2．3　モロナ・サンチアゴ県農村開発調査　

	添付資料
	1．調査団員の経歴
	2．調査日程
	3．面会者一覧
	4．収集資料一覧




